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海岸清掃ボランティアの情報共有に向けた
プラットフォームの提案





海洋ゴミの実態について、ネットで調べてみると、、

・いわゆる「海洋プラスチック問題」の一般的な説明は見つかる

例)魚が食べると…

・ゴミ拾いイベントを報じたニュース記事は見つかる

・海岸清掃ボランティアの募集も見つかる

⇔

・個別の場所でどのくらいゴミが落ちているのか、定期的なゴミ拾いは行われているのか、各地
方自治体は何をしているのか、といった話は見つからない

→近隣自治体に実際に伺うことに



取材して分かったネットではわからない話−１

・取材先→藤沢市、かながわ海岸美化財団

（辻堂）、館山市

・ゴミの量は時期・場所によって大きく異なり、

全くゴミが落ちていないこともしばしば

・流木が圧倒的に多い

・ボランティア以外に地方自治体による取り

組みも多数

取材時の辻堂。ゴミは全くない



取材して分かったネットではわからない話−２

取材時の館山。プラスチックゴミ
も多少あるが、それよりも流木の
存在が目立つ



取材先自治体の取り組み

藤沢市・かながわ海岸美化財団→

かながわ海岸美化財団の委託する業者が、質量ベースで9割のゴミを回収

・神奈川県及び市区町村から予算が出る

・大きなゴミが中心

館山市→

海岸ゴミの処理を専門に行う職員を5名雇用 重機など使用し大きな流木も対応

目的は観光面だが、プラスチックゴミも拾う

両自治体共通→

ボランティアが回収したゴミは、一部の例外を除き無償で処理

ボランティアに関しても、外部に報道されないような、地元住民の定期的なものが重要



鹿谷さんに再取材

前期の講義でお世話になった鹿谷さんにも沖縄の実態を取材しました

・沖縄の場合は漂流ゴミの影響が大きい

・ボランティアの存在が必要不可欠 ゴミの絶対量が多いため

・場所ごとにボランティアの環境が異なる 駐車場の有無（車社会）など

・直近でいつ掃除されたか、などの情報も共有されていない

↓は関東近郊と共通

地方自治体がゴミの処分を支援

自治体ごとに違いが大きい









神奈川県　辻堂海岸 千葉県　館山市



④日本全体：一般社団法人 JEAN 小島さん 



取材から文献調査へ

取材結果から、海岸清掃に難がある地域における課題として

①自治体のリソースが足りない

②ボランティアが十分に集まっていない

③海岸清掃に関する情報が十分に流布されていない

今回の社会提言の方向性を以下のように仮定

　③（情報不足）を是正すれば、

　②（ボランティア不足）が改善され、

　海岸ごみ問題の解決が進む

この2つは工夫によって
解決可能

　　　→　社会提言のターゲット

Q. 海岸清掃にボランティアは
　 本当に必要なのか

Q. ボランティア不足の原因は
　 本当に情報不足なのか

文献調査
で立証



文献調査①（Q. 海岸清掃においてボランティアは本当に必要か）

A. 一般的に、ボランティアがいないと海岸清掃は回らない

（＝ボランティア不足へのアプローチは海岸ごみ問題解決への貢献になる）

幅広い地域の海岸清掃の実態を調査した文献における記述として、

● 「県や美化財団の清掃活動は、予算に合わせて策定された計画通りに執行される ことが原則となり、ビーチクリーン活動団体

や沿岸地域の関係者が日常的にゴミ拾いに手を貸してくれることが根幹的に重要 」（2023、伊藤）

● 「各モデル地域では、自治会、NGO、漁業協同組合等が中心となり、定期的に海岸清掃活動が行われている。これらの清掃

活動の努力により、各地の海岸の清潔が維持されており、海岸の環境保全において、 地域住民等による海岸清掃活動は大

きな意義を有する」（2010、環境省）

⇒　行政による清掃だけでは不十分 ・地域住民などによる定期的な清掃活動が必要



文献調査②（Q. ボランティア不足の原因は本当に情報不足なのか）

ボランティア参加を阻害する外的要因

ボランティア不参加の理由： 「情報が無い」　　　　　　　　　　　
→　36.4%　＋　25.9％

地域ごとの情報把握の重要性

地域によって海岸の特性が異なる

（地理的状況、社会的状況など）

→　地域ごとにボランティアのニーズも異なる

→　地域単位で情報を仕入れる必要あり

「各地域の実情に応じ、それぞれの流域特性に着目した具体的なごみの

発生抑制対策や関係者の連携のあり方について検討を進めていくことが

重要である。 」（環境省、2010）

A. 各地域での海岸清掃のニーズが情報として共有されていないことが、ボラン　　 ティ
ア参加を阻害している（＝情報共有の促進によってボランティアを増やせる）

（2016年、文部科学省）



取材・文献調査を踏まえた社会提言の方向性

ゴール：各地域の海岸清掃のニーズを情報として広く共有することで、海岸清掃に困難

を抱える地域でのボランティア活動参加者を増やす

具体的な提言として、

いつ、どこに、海岸清掃ボランティアの需要があるかを把握できる

情報共有プラットフォームとしてのwebサイトを作成

→　まず既存の同種のプラットフォームを確認



既存の同種のプラットフォーム

ボランティア情報を広域に発信する既存のプラットフォームの例

山形県「カワカラ・ウミカラ」

広島県「GREEN SEA 瀬戸内広島宣言」



既存の同種のプラットフォームの問題点

・ボランティア団体からの情報を転載するのみ

→網羅性・即時性に欠ける

→「自分の近くで何がなされているか」が見にくい

→活動可能なタイミングも限られる

・ボランティア団体が積極的なイベントの運営をすることを前提にしており、一般市民が

自主的にゴミ拾いをする際に必要な情報が手薄

→人手や予算に欠ける市区町村の参入ハードルが高い



取材と文献のまとめ

・地域によってボランティアの現状が異なる 

業者や市が海岸清掃を行う↔ボランティアの人手が足りない 

→地域ごとの違いが大きいが、その違いを把握することが難しい 

・いつ、どこで、どのようなボランティアが必要とされているのかがわか
れば、ボランティアに参加するハードルが下がる 

・既存のプラットフォーム：地域の範囲が限定的、一般市民が自分の近
くで参加できるボランティアをタイムリーに知ることができない 

必要な時・場所に効果的にボランティア活動が行われるための
プラットフォームが必要 



ＰＦの意義







気軽さアピール
（できてない市区町村にも
アピール）



館山の例



※作成は各行政機関を想定 
（特定の団体が募集をかける場合は、そ
の地域に行政に連絡をする） 





まとめ 

海岸ゴミ清掃の課題 

・地域によって必要なボランティアの量やゴミの種類が違う 

・地域の違いを把握し、必要な場所・時に適した人数のボランティアが
集まることができるプラットフォームがない 

新しいプラットフォームの提案 

・全国の中でボランティアを必要としている地域がわかる 

・必要な時に必要な人数のボランティアが活動できる 

・参加者の意欲向上も図る 

→この情報が周知されていないor情報が得づらい 



本提言の課題・展望

本サイトをどのようにして全国に定着させるか

　まずはサイトを全国の自治体に普及させる必要がある

　　→「誰」がサイトを運営するかが重要

誰が本サイトを作成、運営するか

　候補①：環境省

　　　メリット：全国の自治体に働きかけやすい　/　デメリット：サイト運営と行政の親和性

　候補②：海ごみ問題への関心が高い 企業・NPO

　　　メリット：行政よりも柔軟な運用が可能・企業自身の評価アップも 　/　デメリット：全国への普及の困難さ


